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雇用調整助成金の
ご案内

主な支給要件

雇用保険適用事業所が雇用保険被保険者に対して実施する休業

最近３か月の生産量等の生産指標が前年同期と比べて10％以上減少

最近３か月間の雇用保険被保険者数等の月平均値が
前年同期と比べ、一定規模以上増加していない

実施する休業等が労使協定に基づいた休業等の実施

景気の変動、産業構造の変化などに伴う経済上の理由で

事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が

一時的に休業や教育訓練等を行って労働者の雇用の維持を図る場合に

休業手当、教育訓練・出向中の賃金の一部を助成します

雇用を維持する事業主のみなさまへ

休業手当、教育訓練・出向中の賃金に対する助成率、助成額

休業手当、教育訓練・
出向中の賃金に対して

※支給日数は助成対象となる休業等延日数を雇用保険被保険者数で除した値
※支給日数の上限は1年100日、3年150日
※助成率に関わらず対象労働者1人あたり日額 8,870円が上限(令和7年8月1日現在)
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支給日数30日経過後の次の申請分から
休業・教育訓練のうち教育訓練実施率が
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1,200円

教育訓練実施時加算

1,200円
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雇用調整助成金の受給までの流れ

最近３ヶ月の
・生産指標が10％以上減少
・従業員（雇用保険被保険者）が一定規模以上増えていない1

雇用調整助成金休業等実施計画届を提出
（初回は休業開始２週間前まで）2

対象期間開始
（期間１年間）

対象期間終了

１つの判定基礎期間
（賃金の締め切り期間）

１つ目の判定基礎期間中に休業の実施３
雇用調整助成金支給申請の提出
（判定基礎期間終了後２か月以内）

比較対象は前年同期

４

２つの判定基礎期間中に休業の実施
（２回目以降は休業実施の前日までに計画届を提出）５

雇用調整助成金支給申請の提出
（判定基礎期間終了後２か月以内）６

休業を行う場合

※実際に従業員に支払った休業手当（労働基準法に基づくもの）に対して助成します。
※支給申請には休業を実施したことがわかるタイムカードや賃金台帳が必要です。
※詳細は最寄りの労働局またはハローワークへお問い合わせください。


